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  令和６年３月６日  
神奈川県教育委員会教育長 殿 

県立綾瀬西高等学校  
  

令和５年度 学校評価報告書（目標設定・実施結果） 
 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（12月 12日実施） 

総合評価（３月６日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

１ 
教育課程 
学習指導 

①主体的で体験
的な学習やICT
教育を通して、
基礎学力の伸長
や表現力の育成
を図る。 
 
 
 
 
 
 
②福祉体験など
を充実させるこ
とで「福祉の
心」を育み、他
者を尊重し、協
働して地域社会
に貢献できる人
材を育成する。 

① ICT の 活 用
等、生徒が学習
に対して主体的
に取り組み、表
現するための方
策を継続して検
討し構築する。 
 
 
 
 
 
②福祉に触れる
機会をさらに充
実させ、「他者
を思いやる力」
「他者から学ぶ
力」を身に付け
させる。 

①ICT環境や校内
外の教育資源、
chromebook を 積
極的に活用し、
基礎学力の伸長
や表現力を育成
する教育方法を
継続して検討し
構築する。 
 
 
 
②総合的な探究
の時間、選択科
目、課外のボラ
ンティア活動な
どにより、生徒
と福祉の接点を
持たせる。 

① chromebookを
有効に活用した
か。学びそびれ
の生徒が前年度
より減少し、学
習に対する姿勢
や成果に前向き
な変化が見られ
たか。 
 
 
 
②生徒の福祉に
対する関心・意
欲 が 向 上 し た
か。また、ボラ
ンティアなどに
参加する生徒が
増加したか。 

①アクセスポイン
トを全教室内に整
備した。一人１台
chromebookを活用
した授業を音楽・
社会・総合的な探
究の時間等で実践
した。12月に１年
次を対象として、
業者によるスライ
ド作成の手法講習
会を実施した。 
②総合的な探究の
時間で、１年次全
生徒を対象に全９
回の福祉体験講座
を実施した。アド
バンスタイムで
は、デイケアセン
ターとのスポーツ
交流会を企画し
た。 

①chromebookを日
常的に活用する授
業を増やす必要が
ある。職員対象の
講習会を企画す
る。 
 
 
 
 
 
 
②２年次以降も全
生徒を対象とし
て、総合的な探究
の時間を活用した
福祉に係る体験を
用意できるとい
い。 

①chromebook の活用につ
いて、授業での活用だけ
でなく、学校全体のシス
テムの一つとして捉え活
用することで、生徒が成
長する機会を増やすこと
につながる。また、職員
のスキルの向上にも取り
組んでほしい。 
 
 
 
②福祉の学びは本校の特
徴であり、生徒の経験と
して重要であると考えら
れるため、今後も継続し
て実施してもらいたい。 

①今年度、継続的に授業の特性
に応じた chromebook の活用を
実施することができ、主体的で
対話的な深い学びを行うことが
で き た 。 昨 年 度 よ り 、
chromebookを活用する機会も増
え、生徒の意欲も向上してい
る。今後の課題として、HRや教
科の連絡等を classroom での配
信にて全体に伝わるような工夫
を検討していく。 
 
②総合的な探究の時間で１年生
全員を対象に福祉学習に取組
み、福祉について考える機会を
作ることができた。今後も福祉
体験を通じた学びの内容を一層
充実させるよう検討していく。 

①一人一台端末等をはじめ、生
徒の ICT の活用を、今後より一
層進めていく。それに伴い、生
徒が授業だけでなく生活の一部
として端末を常に所持し、活用
する場面を増やしていく。ま
た、思考力・判断力・表現力を
伸ばすために、発表や話し合い
の機会を増やすとともに、指導
と評価の一体化を進め、生徒が
自身で学習改善に取り組むこと
ができる仕組みを模索する。 
②「福祉の綾西」の強みを活か
しつつ、デイサービスセンター
との交流をより一層深めてい
く。また、総合的な探究の時間
については、学校全体で福祉体
験の目的を共有し、体験を通じ
た学びの内容の充実をはかって
いく。 

２ 
(幼児・児童・) 
生徒指導・支援 

①個々の生徒の
特徴や傾向を理
解した上で指導
に当たり、生徒
の自己指導能力
を育成すること
で問題行動の未
然防止を図る。 
 
②多様化の進む
生徒の特性を多
面的に理解し、
生徒個々の教育
的ニーズに即し
た、より適切で
必要な支援体制
の充実を図る。 
 

①生徒の自己指
導能力を育成す
るために学校生
活のルールの明
示化及び、交通
安全教育の推進
を図る。 
 
 
②SC や SSW、ス
クールメンター
や外部機関との
連携により、職
員全体で活用で
きる教育相談体
制の充実を図
り、周知、共有
する。 

①学校生活にお
けるルールを精
査し、明示、徹
底 す る と と も
に、計画的に交
通安全教育を行
うことで、交通
事故を減らす仕
組みを作る。 
②生徒一人ひと
りのニーズや特
性に即した教育
相談体制「綾西
支援モデル」を
充実させ、活用
できるよう整備
する。 

①学校生活にお
けるルールが浸
透しているか。
交通安全教育の
推進により、交
通事故、特に自
転車事故の発生
件数を減らすこ
とができたか。 
②「綾西支援モ
デル」に基づい
たケース会議の
開催件数、及び
フードバンクな
ど外部機関との
連携回数。 

①授業中に携帯電
話が鳴った場合の
指導を精査し、明
示、徹底すること
で、効果的な指導
に繋げることがで
きた。 
 
 
②年度初めに SSW
の仕事についての
説明を行った。フ
ードバンクを活用
した食料配付を１
回開催した。ケー
ス会議も１回開催
した。 

①計画的に交通安
全教育を実施でき
ているが、継続的
な意識の醸成に向
け PTA の合同交通
安全指導を強化
し、PTA も巻き込
んだ活動をさらに
進めていく。 
②フードバンクを
活用した食料配付
は、学期に１度程
度で実施する。必
要に応じてケース
会議を開催する。 

①自転車による通学生が
６割程度いるので、事故
の予防だけでなく事故が
起きた際の対応を含めた
指導計画を検討してもら
いたい。 
 
 
 
②地方公共団体だけでな
く学校としてもフードバ
ンクを活用することは、
食料の配付が広がるとと
もに、フードバンクその
ものを周知する一助とな
ると思われる。 

①学校生活におけるルールを精
査し、明示、徹底するととも
に、計画的に交通安全教育を行
うことで、交通事故を減らす仕
組みのベースは作れたが、細部
のルールの浸透や、生徒が適当
に過ごしてしまう場面もあるた
め、いつでも面接に挑める学校
生活のさらなる定着に向け工夫
していく。 
②SC や SSW、スクールメンター
の活用を円滑に行うことができ
た。役割の違いについて、職員
の理解に課題がある。フードバ
ンクを活用した食料配付は毎学
期末に実施できた。ただの食料
配付とならないようフードバン
クの周知に向けた工夫が必要で
ある。 

①全教職員が同じことを生徒へ
伝えることが大切なため、教職
員への研修を今以上に丁寧に実
施する。また、校内の駐輪指導
を実施し、体験型講習会など、
交通安全教育を一層充実させる
ことで、校外の生活に生かせる
土壌をつくる。 
 
 
②SC、SSW、スクールメンター
の違いやそれぞれの役割につい
て、改めて理解を深める機会を
設ける。フードバンクに関する
チラシやポスター等を活用し
て、生徒の目に触れる機会を増
やすなどの工夫をする。 

３ 進路指導・支援 

①基本的生活習
慣や基礎学力を
伸長し、多様性
を強みに個性を
伸ばすキャリア
教育を推進す
る。 
 
 

①生徒一人ひと
りが社会的・職
業的な自立に向
けて主体的に取
組むような仕組
みを工夫する。 
 
 
 

①-1 学年進行に
適した進路支援
ツール等（適性
検査、小論文ワ
ー ク ） を 活 用
し、生徒の主体
的な学びを推進
する。 
 

①-1進路支援ツ
ー ル の 活 用 状
況。 
 
 
 
 
 
 

①-1 小論文ワー
クを授業内で活用
した。今後スタデ
ィ サ プ リ for 
SCHOOL を 導 入
し、生徒の主体的
な進路選択活動に
つなげる。 
 

①-1 今年度新規
に導入したツール
（小論文ワーク、
スタディサプリ
for SCHOOL）の効
果測定を適切にす
る必要がある。 
 
 

①-1 小論文ワークなど新
規に導入したツールを今
後の指導にどのように生
かしていくのか、教員全
体での共通認識をもつこ
とが必要である。 
 
 
 

①-1自己分析を中心とした小論
文ワークなどを導入すること
で、生徒の進路意識を高めるこ
とができた。今後は新規導入ツ
ールの活用をはじめとする３年
間のキャリア教育を整理してい
く必要がある。 
 
 

①-1自己分析の方策は、必ずし 
も小論文ワークに限らないこと
をふまえ、今後も生徒の進路意
識を高める効果的なツールを模
索しながら、３年間のキャリア
教育を整理していく。 
 
 
 



 

 視点 
４年間の目標 

（令和２年度策定） 
１年間の目標 

取組の内容 校内評価 学校関係者評価 

（12月 12日実施） 

総合評価（３月６日実施） 

具体的な方策 評価の観点 達成状況 課題・改善方策等 成果と課題 改善方策等 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②特性による学
習上又は生活上
の困難の改善、
克服を目的とし
た通級による指
導を実践する。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
②生徒の個性や
特性を理解し、
通級指導や教育
相談をはじめと
した支援システ
ムを利用し、生
徒一人ひとりに
応じた支援体制
の定着を図る。 
 

①-2インターン
シップやアドバ
ンスタイムを充
実させ、生徒の
参加を推進し、
主体的に取組む
態度を身に付け
させる。 
 
 
②生徒の特性を
理解した支援体
制を構築すると
と も に 、 SC 、
SSW、メンターと
連携し、特性に
応じた支援シス
テムを全職員で
推進する。 

①-2インターン
シップやアドバ
ンスタイムへの
参加人数が増加
し、生徒の主体
的な取組みが増
えたか。 
 
 
 
②通級による指
導や教育相談活
動を全職員で推
進し、個々の困
難を改善させる
こ と が で き た
か。 
② 学 年 、 SC 、
SSW、メンター
の情報が共有さ
れているか。 

①-2 インターン
シップの参加人数
は例年並み。アド
バンスタイムのシ
ューカツ講座は企
業連携等を行った
結果、参加人数が
増え、主体的な取
組みがみられた。 
②通級運営委員
会、教育相談会
議、学年会等で収
集した情報をそれ
ぞれの会議で共有
している。 SC、
SSW、メンターと
の情報共有として
担任や教育相談担
当に報告書や口頭
でフィードバック
した。 

①-2インターンシ
ップや仕事の学び
場等、外部施策の
活用を強化し、生
徒の参加意欲を引
き出す広報活動を
行う。 
 
 
 
②個々の困難の改
善については、授
業担当者と通級運
営委員会や教育相
談会議を活用し
て、継続して検討
を行う。 

①-2 地域の方へ職業に関
するインタビュー等を行
うなど、生徒が進路を自
分の問題として捉える機
会を設けることで、生徒
の参加意欲を引き出すこ
とにつながる。 
 
 
 
②個々の生徒の困難につ
いて、教員間で情報共有
が行われ、支援する体制
が整っている。 

①-2企業連携等の新たな試みを
した結果、生徒の主体的な参加
が増加した。今後は、さらに外
部連携を強化し、合同企業説明
会の全生徒参加や高大連携協定
等を実現し、生徒と社会との関
わりの場を増やし、より良い進
路選択につながる支援を行って
いきたい。 
 
②通級運営委員会、教育相談会
議、学年会等で収集した情報を
共有できた。また、フィードバ
ックもその都度実施した。情報
共有後の生徒への対応に時間を
要してしまう場面がある。ま
た、個々の困難の改善について
は、継続して検討が必要であ
る。 

①-2企業連携等の新たな試みを 
継続しつつ、今後もさらに外部
連携を強化し、合同企業説明会
の全生徒参加や高大連携協定等
を実現するとともに、外部機関
主催の進路説明会を活用するこ
とで、すべての生徒がより良い
進路選択ができるよう支援して
いく。 
 
②情報共有後の生徒対応に向け
て、SC や SSW、外部機関など活
用できる資源をまとめて共有で
きる形を作る。 
個々の困難の改善については、
教員の知識やスキルの向上に向
けて、研修や「NISE学びラボ」
の活用を試みる。生徒がどこで
つまずいているのかを整理し
て、個別に支援できる仕組をつ
くることが望ましい。 

４ 地域等との協働 

①生徒の活動の
質の向上を図
り、生徒主体の
地域貢献活動を
推進し、未来社
会を生きるため
に必要な力を育
成する。 
 
 
②ＰＴＡや地域
と協働・連携し
て活動する場を
増やし、社会性
や連帯性を身に
付けることによ
り、地域社会に
貢献する意識を
高める。 
 

①生徒会活動・
部活動、学校行
事において、地
域と連携した生
徒主体の活動の
場を設けること
で、生徒に主体
的に活動する
力・判断する力
を身に付けさせ
る。 
②ＰＴＡや綾瀬
市など地域との
連携を図り、生
徒の活動の中で
出た意見や課題
を教育活動に反
映する。 

①生徒会活動・
委員会活動・部
活動の活性化を
図るとともに、
地域貢献活動を
計画し、生徒が
主体的に活動す
る場を充実させ
る。 
 
②ＰＴＡや綾瀬
市など地域と連
携した行事や自
治体との協働に
よる行事に積極
的に参加する。 

①生徒会活動・
委員会活動・部
活動において、
生徒が主体的に
体験活動を計画
して参加するこ
とができたか。 
 
 
 
②地域と連携し
た活動に積極的
に参加すること
ができたか。 

①各種のボランテ
ィアや地域行事に
対し部活動や委員
会の積極的な参加
ができた。行事の
企画はできないも
のの、参加の内容
で主体的な工夫を
行った。 
 
②校内美化活動や
文化祭、交通安全
指導関係でＰＴＡ
役員と教員・生徒
との協働を果たす
ことができた。ま
た、地域清掃活動
も行い、例年にな
く充実した活動を
行うことができ
た。 

①受け身に参加す
るだけでなくボラ
ンティアや地域と
の交流や地域に貢
献できるような企
画について生徒会
役員を中心に企画
立案するような工
夫が必要である。 
 
②活動に参加する
方々が固定化され
つつあるため、活
動日程や内容の検
討や目的、効果等
の検証を今後行っ
ていく必要があ
る。必要に応じて
活動内容の精選を
図っていく。 

①地域との交流は生徒だ
けでなく、地域の人々に
とっても良い刺激になっ
ている。生徒が積極的に
参加できるよう検討しな
がら、今後も継続してほ
しい。 
 
 
 
②生徒の参加を広げるた
め、生徒が自分事として
捉えるための方策を検討
することが必要である。
生徒が行事を通じてどの
ように成長してほしいの
かを改めて意識させるこ
とで生徒の積極的な参加
につながるのではない
か。 
 

①市役所との連携や近隣中学校
との交流など地域の行事に対す
る積極的な参加を引き続き目指
していきたい。一般公開の再開
した文化祭などを利用して新た
な交流や貢献活動を模索してい
きたい。さらに本校活動の地域
への発信についても検討をして
実行できる模索していく。 
 
②新型コロナ感染症が５類に引
き下げられ、昨年度に比してよ
り通常のＰＴＡ活動を実施する
ことができた。また、制限され
ていたデイサービスセンターと
の交流や避難訓練等での外部機
関との連携を果たすことができ
た。一方で、コロナの影響で実
施していた活動を見直していく
ことを含め、ＰＴＡ活動や地域
との協働の活動を来年度に向け
て精選していく。 

①デイサービスセンターの利用
者を引き入れた小学生対象のサ
ッカー教室や綾瀬市との連携、
近隣中学校との交流などにみら
れる地域連携は、本校が地元か
ら必要とされ、愛されるために
不可欠な取組である。このこと
をふまえ、今後もより充実した
ものになるようつとめていく。 
 
②新型コロナ感染症が５類に引 
き下げられたことにより、通常
のＰＴＡ活動やデイサービスセ
ンターとの交流を再開する契機
となったことはプラスであっ
た。学校、ＰＴＡ、地域の連携
の拡充をはかり、開かれた学校
づくりを通して、教育活動が一
層充実したものになるようつと
めていく。 
 

５ 
学校管理 
学校運営 

①学校運営協議
会委員をはじめ
とした多様な人
材の意見を集
め、社会に開か
れた安全で安心
な学校づくりを
目指す。 
②組織的、計画
的、継続的に校
内研修を行うこ
とで、教員一人
ひとりの資質と
学校の教育力の
向上を目指す。 
 

①社会に開かれ
た安全で安心な
学校づくりに向
けて、学校運営
協議会を活用し
て教職員の意識
啓発を図る。 
 
②教員の資質及
び教育力の向上
を目指し、支援
教育や人権意識
を高めるための
校内研修を行
う。 

①学校運営協議
会や学校設置部
会において、意
見聴取や情報収
集の機会を設け
る。 
 
②支援教育や人
権意識に係る研
修に取組み、知
識やスキルを体
得 す る と と も
に、それらを校
内で共有するシ
ステムを構築す
る。 

①学校運営協議
会や学校設置部
会からの提案を
実現することが
できたか。 
 
 
②支援教育や人
権研修に積極的
に取組み、教育
実践に活かす知
識やスキルを体
得できたか。ま
た、それらを校
内で共有するこ
とができたか。 

①学校運営協議会
や学校設置部会か
らいただいた意見
を参考にして、ま
え向きに取り組ん
でいった。 
 
 
②人権に関する研
修を実施した。ま
た、通級運営委員
に つ い て は 、
「 NISE 学 び ラ
ボ」を活用した個
別の支援研修を実
施した。 

①学校運営協議会
及び学校設置部会
からの提案に各会
議前に意見を集約
するなど効果的な
協議会や部会の運
営のあり方を検討
する。 
②「NISE 学びラ
ボ」による研修の
実施範囲を職員全
体に広げる。 

①学校運営協議会につい
て、生徒や学校の状況を
知り、意見交換を十分に
行うことができている。
この機会をより効果的な
ものにできるよう検討し
ながら継続してほしい。 
 
②人権に関する研修につ
いては取り組みが十分に
検討され実施されてい
る。今後も持続可能な形
で継続してほしい。 

①学校運営協議会では、肯定的
な意見を数多くいただいた。来
年度に向け、生徒の様子の変化
や社会情勢の変化が起こりうる
ため、引き続き風通しの良い学
校運営協議会の運営につとめ
る。 
 
②人権研修について実施した。
内容については、校内の課題に
ついても認識していく必要があ
る。教育実践のスキルや知識体
得に向けて、「NISE学びラボ」
の講座受講に向けた環境整備を
行った。今後は、講座の活用に
向けた取組みが必要である。 

①学校運営協議会をはじめ、学 
校内外の資産を有効的に活用す
ることで、教育活動の見直しと
改善につなげ、学校運営が生徒
にとってより充実したものなる
よう、取り組んでいく。 
 
 
②人権研修については、教員に
対するアンケート等を実施し学
校の実態に合わせた 内容を次
年度以降も検討する。「NISE学
びラボ」の活用に向けて、おす
すめの講座を共有するなど教員
間での活用を充実させる。 

 


